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１　特　別　職

２　一　般　職

(１) 総　括

（　）内は，再任用短時間勤務職員数を別掲，【　】内は，会計年度任用職員数を別掲

職員手当等の内訳

509,807

535,475

管理職員 期末勤勉
手　　当

特殊勤務
手　　当

児童手当特別勤務
手　　当

985,794

1,445,682 11,285 56,340

127,724

退職手当
負 担 金

(単位　千円)

858,070

区　　分

区　　分
管 理 職
手　　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

62,035 56,953

比　　較

90,282 344,073 64,437 56,028

職員数
（人）

253,687 1,118

241,595 1,087

△ 12 △ 15,152 11,906(7) 861,316【665】

宿 日 直
手　　当

△ 25,668

本 年 度 148,860

△ 12,092 △ 31 1,142 51,163 △ 40 1,650比　　較 △ 3,300

1,394,519 11,325 54,690

92,328 342,586

2,046 △ 1,487 △ 2,402 925

4,787

5,929

前 年 度 152,160

8,295,317

前 年 度 905 3,198,067 2,962,581 6,160,648 1,148,875 7,309,523

本 年 度 893 3,182,915 2,974,487 7,018,718 1,276,599(30)

(23)

861,316【665】

【   】

共 済 費 合　　計
給　　料 職員手当等 計

給　与　費

報　　酬

△ 5,242 △ 72162 471 4,521

(単位　千円)

計 △ 3 △ 1,392 3,484 1,896

その他 9

5,261 3,084 8,345

9 9
比　較

長　等 3,484 1,244 62 471

110 3,528 243,640 59,835 303,475

前年度

△ 749 △ 8,326 △ 9,075

計 71 162,554 26,132 51,316

議　員 △ 3 △ 1,401 652

237,136

その他 41 25,025 25,025 25,025

53,212

議　員 27 137,529 43,051 (3.30) 180,580

(3.30) 110 3,528 38,035 3,279 41,314長　等 3 26,132 8,265

56,556

179,831 48,230 228,061

172 3,999 248,161 54,593 302,754

49,659

議　員 24 136,128 43,703 (3.35)

9,509 (3.35) 172 3,999 43,296 6,363

25,034 25,034
本年度

長　等 3 29,616

その他 41 25,034

計 68 161,162 29,616

給与費明細書

(単位　千円)

区　　分
職員数
（人）

給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 期末手当 (月分) 通勤手当

退職手当
負 担 金

計
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(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

平均昇給率 ％

職員数の異動状況

令和２年度予算 職員数 人
令和元年度予算 職員数 人
異動等による増減 人

（　）内は，再任用短時間勤務職員数を別掲

(３) 給料及び職員手当等の状況

 ア　職員１人当たり給与 （再任用短時間勤務職員を除く。）

 イ　初任給

高 校 卒

大 学 卒

 平 均 年 齢 （歳）

(単位　円)

区　　分
行　政　職

消　防　職 技能労務職
市 国

平成31年1月1日現在

 平均給料月額（円）

 平均給与月額（円）

区　　　分 行　政　職 消　防　職 技能労務職

令和 2年1月1日現在

 平均給料月額（円）

 平均給与月額（円）

 平 均 年 齢 （歳）

職員手当等

勤勉手当支給率改定

その他の増減分 △ 43,967
人事異動等に伴う
職員構成の変動

会計年度任用職員
の期末手当の増加
分

制度改正による
増　　減　　分

給　　料 △ 15,152

給与改定に伴う
増　　減　　分
昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

その他の増減分 △ 74,075
人事異動等に伴う
職員構成の変動

(単位　千円)

区　　分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明 備　　　考

△ 12
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 ウ　級別職員数

（　）内は，再任用短時間勤務職員数を別掲

（級別の基準となる職務）

次 長 級 消 防 長消 防 職 主 事 級 主 幹 級 主 任 級 係 長 級 課長補佐・副署長級 課長・署長級

区　　分 1　級 7　級 8　級2　級 3　級 4　級

行 政 職 主 事 級 参 事 級 部 長 級主 幹 級 主 任 級 係 長 級

5　級

課長補佐級

6　級

課 長 級

3 級

7 級

6 級

7 級

計

8 級 8 級

計(18) 183 100.0

8

685

5.4

0.4

1.2

100.0

( )

( )

( )

( )

( )

( )

(100.0)

( )

( 88.9)

( )

( )

( )

( )

5 級

4 級

3 級

4 級

5 級

1 級

2 級

21.9

19.6

3.4

( )

(16)

(2)

( )

( )

( 11.1)

( )

( )

4 級

5 級

7 級

6 級

8 級

計

平成31年1月1日現在

1 級

令和 2年1月1日現在

3 級

6 級

2 級

2 級

1 級 1 級

2 級

1 級

2 級

30.0

19.4

3 級

区　　分
行　政　職 消　防　職 技能労務職

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％）

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

8 級

計

3 級

4 級

5 級

計

37

43

23

37

29

9

2

1

1 級

2 級

4 級

5 級

計

207

134

150

120

29

40

1

8

689

209

121

150

134

23

37

3

21.8

17.4

4.2

5.8

0.2

1.2

100.0

30.5

17.6

( )

(16)

(2)

( )

( )

( )

( )

( )

(18)

( )

( 88.9)

( 11.1)

( )

( )

( )

( )

( )

(100.0) 181

31

44

23

37

36

9

2

1 0.5

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( ) ( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

20.4

23.8

12.7

20.4

16.0

5.0

1.1

0.6

100.0

17.0

24.0

12.6

19.7

4.9

1.1

20.2

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

2

3

17

8

3

20

9

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

(100.0)

( )

( )

30 (3) 100.0 (100.0)

(3)

( )

( )

( ) 6.7

10.0

56.6

26.7

( )

( )

34 100.0(1) (100.0)

2 ( )

(1)

( )

( )

8.8

58.8

26.5

5.9 ( )

(100.0)
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 エ　昇給 （再任用職員を除く。）

職員数（Ａ）
昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）
職員数（Ａ）
昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

 オ　期末・勤勉手当

（　）内は，再任用職員の標準的な支給率

 カ　定年退職に係る退職手当

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置（1年に付き最大3％加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

国の制度 2.25(1.175) 2.25(1.175) 4.50(2.35) 有

前 年 度 2.225(1.175) 2.225(1.175) 4.45(2.35) 有

本 年 度 2.25(1.175) 2.25(1.175) 4.50(2.35) 有

（％） 92.0 90.5 96.2 100.0

区　　分
支給期別支給率

 支給率計（月分）
　職制上の段階，職務の

備　　考
6月（月分） 12月（月分） 　級等による加算措置

4

6号給 （人） 154 122 32

前 年 度

1
2号給 （人） 149 111 26 12

号給数別内訳

1号給 （人） 1

3号給 （人） 16 12

2号給 （人） 139 104 25 10

31
（人） 820 612 177 31

（％） 94.2 93.3 97.2 96.4
（人） 891 676 184

25 18 7

6号給 （人） 155 127 28
5号給 （人）
4号給 （人） 502 373 112 17

28
（人） 823 624 172 27

区　　　分 合　　計 行 政 職 消 防 職 技能労務職

本 年 度

（人） 874 669 177

号給数別内訳

1号給 （人） 2 2

3号給 （人）

5号給 （人）
4号給 （人） 500 367 115 18
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 キ　地域手当

 ク　特殊勤務手当

 ケ　その他の手当

 管理職員特別勤務手当 同

 時間外勤務手当 異 労働基準法に基づく時間単価

 宿日直手当 同

 住居手当 同

 通勤手当 同

 管理職手当 同

 扶養手当 同

 代表的な特殊勤務手当の名称 福祉業務手当　ごみ・し尿処理手当　犬猫死体処理手当　救急業務手当

区　　　分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

39.4

 給料総額に対する比率 （％） 0.4 0.1 1.2 0.6

 支給対象職員の比率
（令和2年1月1日現在）

（％） 24.2 9.0 81.1

区　　　分 全　職　種
代 表 的 な 職 種

行　政　職 消　防　職　 技能労務職

 支給対象職員数 （人） 923

 国の指定基準に基づく支給率 （％） 10.0

 支給対象地域 市 内 全 域

 支給率 （％） 10.0
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（単位　千円）

継続費の

年 前々年度 前年度末 当該年度 当該年度末 翌 年 度 総額に対

款 項 事　業　名 一 般 末までの ま で の 支 出 までの支出 以降支出 する進捗

度 支 出 額 支 出 予 定 額 予 定 額 予 定 額 率

財 源 (見込 )額 （％）

 4  3 土浦市汚泥再生処 30 308 200 108 308 308 308 0.1

衛生費 清掃費 理センター整備事 1 402,543 130,103 22,100 250,340 1,860 1,860 0.1

業 2 1,669,543 432,521 322,100 914,922 2,070,226 2,070,226 99.8

計 2,072,394 562,624 344,400 1,165,370 － 2,168 2,070,226 2,072,394 100.0

 9  6 学校給食センター 30 114,855 86,100 28,755 41,410 41,410 41,410 1.6

教育費 保健体育 再整備事業 1 1,952,522 1,464,300 488,222 638,445 638,445 25.0

費 2 484,941 363,700 121,241 1,872,463 1,872,463 73.4

計 2,552,318 1,914,100 638,218 － 679,855 1,872,463 2,552,318 100.0

継続費についての前々年度末までの支出額，前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の

支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

全　　　体　　　計　　　画

年割額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源

国　県
支出金

地方債 その他
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　(単位　千円)

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

土浦市土地開発公社事業借入金 解散の日まで。 債務保証限 全額一般財

債務保証 ただし，債務が 度額の範囲 源にて充当

ある場合は，そ 内

の完済の日まで。

土浦市亀城プラザ指定管理者指  平成29年度から  令和 2年度から

定管理料

 令和元年度まで  令和 3年度まで

土浦協同病院移転新築事業に係  平成26年度から  令和 2年度から

る運営補助金

 令和元年度まで  令和 6年度まで

土浦市老人福祉センター「つわ  令和 2年度から

ぶき」指定管理者指定管理料

 令和 6年度まで

国立大学法人筑波大学土浦市地  平成29年度から  令和 2年度から

域医療教育学講座の設置に係る

寄附金  令和元年度まで  令和 3年度まで

土浦市営斎場指定管理者指定管  令和元年度  令和 2年度から

理料

 令和 3年度まで

新治地方広域事務組合施設解体  令和 2年度から

工事負担金

 令和13年度まで

霞ケ浦用水事業負担金  平成 5年度から  令和 2年度から

 令和元年度まで  令和11年度まで

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源

　　　　　　　　　　　　　　　債　務　負　担　行　為　で　翌　年　度　以　降　に　わ　た　る　も　の　に　つ　い　て　の

　　　　　　　　　　　　　　　前　年　度　末　ま　で　の　支　出　額　又　は　支　出　額　の　見　込　み　及　び　当　該

　　　　　　　　　　　　　　　年　度　以　降　の　支　出　予　定　額　等　に　関　す　る　調　書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳
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　(単位　千円)

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

土浦市勤労者総合福祉センター  令和元年度  令和 2年度から

指定管理料

 令和 5年度まで

風車周辺花壇設置及び管理委託  令和 3年度

料

茨城消防救急無線・指令セン  令和 3年度から

ター運営協議会負担金

 令和 4年度まで

土浦市立土浦市民会館指定管理  平成29年度から  令和 2年度から

者指定管理料

 令和元年度まで  令和 3年度まで

荒川沖東部地区学習等供用施設  平成28年度から  令和 2年度から

指定管理者指定管理料

 令和元年度まで  令和 7年度まで

荒川沖西部地区学習等供用施設  平成28年度から  令和 2年度から

指定管理者指定管理料

 令和元年度まで  令和 7年度まで

土浦市立学校給食センター調理  令和 3年度から

業務委託料

 令和 5年度まで

平成２７年度における地方債証 元金  平成27年度から  令和 2年度 元金 全額一般財

券の共同発行により生じる連帯 3,500,000千円 3,500,000千円 源にて充当

債務（平成２７年度茨城県市町 及びこれに対する  令和元年度まで 及びこれに対する

村共同公募債） 利子相当額 利子相当額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源
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（単位  千円）

平成３０年度末現在高 令和元年度末現在高 令 和 ２ 年 度 中 起 債 令 和 ２ 年 度 中 元 金 令和２年度末現在高

見 込 額 見 込 額 償 還 見 込 額 見 込 額

1 47,177,930 49,644,914 2,528,980 3,675,909 48,497,985

(1) 総 務 3,039,712 2,730,961 0 327,196 2,403,765

(2) 民 生 43,510 70,416 0 6,102 64,314

(3) 衛 生 5,817,336 5,723,382 350,200 262,665 5,810,917

(4) 農 林 水 産 561,490 590,996 39,400 66,071 564,325

(5) 商 工 280,369 264,473 0 29,597 234,876

(6) 土 木 15,843,723 16,465,715 1,353,080 1,599,577 16,219,218

(7) 消 防 4,278,129 4,029,212 53,700 309,158 3,773,754

(8) 教 育 17,312,346 19,769,191 732,600 1,074,975 19,426,816

(9) 住 宅 新 築 資 金 1,315 568 0 568 0

2 14,154 12,546 0 1,858 10,688

3 24,288,613 24,066,877 1,417,127 1,818,757 23,665,247

(1) 減 税 補 て ん 債 632,942 488,990 0 127,196 361,794

(2) 臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 23,655,671 23,577,887 1,417,127 1,691,561 23,303,453

(4) 減 収 補 て ん 債 0 0 0 0 0

71,480,697 73,724,337 3,946,107 5,496,524 72,173,920合            計

令  和  ２ 年  度  中  増  減  見  込

区            分

普 通 債

そ の 他

災 害 復 旧 債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書


